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地方団体に対して交付すべき平成２７年度分の震災復興特別交付税の額の算定方法、

決定時期及び決定額並びに交付時期及び交付額等の特例に関する省令（概要） 

 

〔ポイント〕 

・ 決定・交付時期、算定項目いずれも平成２６年度分と同様 

・ 平成２６年度分で減額できなかった額は、平成２７年度９月分から減額 

  （減額できない場合は、３月分から減額） 

 

１ 平成２７年度分の決定時期・交付時期（第１条） 

 平成２７年９月及び平成２８年３月において、平成２７年度分の震災復興特別交付税を

決定・交付する。 

 

２ 平成２７年度分の額の算定方法 

（１） 平成２７年度９月分の交付額（第２条） 

  平成２７年度９月分の震災復興特別交付税の額は、Ａ－Ｂで算定する。 

Ａ：各算定項目（下表のア～ウ）の合算額（第２条第１項）  

Ｂ：平成２６年度に減額できない平成２３～２５年度分の過大算定分（第２条第２項） 

 

（２） 平成２７年度３月分の交付額（第３条） 

平成２７年度３月分の震災復興特別交付税の額は、Ａ－Ｂ±Ｃで算定する。 

Ａ：各算定項目（下表のア～ウ）の合算額から平成２７年度９月分の算定額を控除し

た額(第３条第１項)  

Ｂ：平成２７年度９月分の額から減額できない額（第３条第２項） 

Ｃ：平成２３～２６年度分の過大・過少算定額（第３条第３項） 

 

ア 直轄・補助事業の地方負担額 

○ 平成２７年度に行う平成２３年度補正予算による基金事業に係る地方負担額 

（第２条第１項第１号・第２号）。 

○ 平成２７年度に行う平成２３年度補正予算による復興交付金事業に係る 

公営企業への一般会計負担額               （第２条第１項第３号） 

○ 平成２７年度に行う平成２４年度予算による基金事業に係る地方負担額 

（第２条第１項第４号） 

○ 平成２７年度に行う平成２４年度予算による復興交付金事業に係る 

公営企業への一般会計負担額               （第２条第１項第５号） 

○ 平成２７年度に繰り越された平成２５年度予算による直轄・補助事業に係る 

地方負担額                   （第２条第１項第６号～第９号） 

○ 平成２７年度に繰り越された平成２５年度予算による補助事業に係る 

公営企業への一般会計負担額         （第２条第１項第１０号・第１１号） 

○ 平成２７年度に繰り越された平成２６年度予算による直轄・補助事業に係る 

地方負担額                 （第２条第１項第１２号～第１４号） 
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○ 平成２７年度に繰り越された平成２６年度予算による補助事業に係る 

公営企業への一般会計負担額         （第２条第１項第１５号・第１６号） 

○ 平成２７年度予算による直轄・補助事業に係る地方負担額   

（第２条第１項第１７号・第１８号） 

○ 平成２７年度予算による補助事業に係る公営企業への一般会計負担額  

（第２条第１項第１９号・第２０号） 
 

 

イ 地方単独事業費 

○ 単独災害復旧事業費                 （第２条第１項第２１号） 

○ 災害復旧事業費・り災世帯数等に基づく算定  （第２条第１項第２２号～第２４号） 

○ 中長期職員派遣、職員採用          （第２条第１項第２５号・第２６号） 

○ 岩手県、宮城県、福島県の警察官の増員         （第２条第１項第２７号） 

○ 消防・警察賞じゅつ金及び非常勤職員公務災害補償 

（第２条第１項第２８号～第３０号） 

○ 被災児童・生徒等スクールバス             （第２条第１項第３１号） 

○ 選挙                        （第２条第１項第３２号） 

○ 原発事故関係（除染、風評被害対策等、子ども環境整備支援、避難元市町村と 

避難住民との関係維持支援）         （第２条第１項第３３号～第３６号） 

○ 復興支援員                     （第２条第１項第３７号） 

○ 震災減収対策企業債に係る利子支払額         （第２条第１項第３８号） 

ウ 地方税等の減収額 

○ 条例による地方税、使用料・手数料等の減免額      （第２条第１項第３９号） 

○ 地方税法の改正等に伴う地方税の減収額    （第２条第１項第４０号・第４１号） 

 

 

３ 平成２７年度分の交付の特例（第４条） 

 総務大臣が必要と認める場合には、別に省令で定めるところにより、上記以外の月におい

て、平成２７年度分の震災復興特別交付税を決定・交付する。 

 

４ 震災復興特別交付税額を繰り越した場合の算定方法（第５条） 

 平成２７年度震災復興特別交付税額の一部を平成２８年度に繰り越した場合の算定方法は別

に省令で定める。 

 

５ 施行期日 

 公布の日（本予算成立の日に公布予定） 
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